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第1節　国際振替価格決定における諸間題
1．企業経営の国際化と多国籍企業の進展
　企業経営の国際化とこれに伴う多国籍企業の進展は，経営活動において様々
な新しい局面を生んでいる。これらの局面は，新しい経営管理手法および管理
会計手法を必要とする一方でさまざまな英知を触発するようになってきている。
国外における市場参入や安価な労働力の獲得を目指した初期の経営活動の国際
化であれば，その管理活動はさほど難しくはない。これらはいずれも，グロー
バル標準品を大量に生産し大量に販売するといった，旧来の戦踏を踏襲するも
のであって，効率性を追率すること牟第一の目的とされているからである。し
かしながら，国内の市場において顧客二一ズおよび価値観が多様化し，多晶種
少量生産が多くの業界で主流となっているが，グローバル市場においてもグ
ワrバル標準品の展關というより，．コアになる・ような製品あ肌）は技術をも’と
に，各国の市場に適合するような製晶を開発して生産・販売するといっえ傾向
が強二くなっており。，一ここでは，単純な大量生産・大量販売による効率性の追求
といった基準で管理を行うことができない。とりわけ，グローバル・ネット
ワークの時代においては，組織内における知識の相互作用による戦略誘発と伝
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播を第一に考えるべきであって，このためには新しい管理手法を生み出すこと
が求められてきているのである。もちろん，こういった多国籍企業における管
理手法には数多くのものがあるが，本稿では，このうち国際振替価格をとりあ
げる。
　国際振替価格を決定する環境要因の変化については，Ta㎎［1997］に従え
ば，図1に示されたとおりになる。これらの環境は，独立したものではなく相
互に関連があると考えることができる。申でも，租税および法制間題と経営管
理および組織問題は，その他の二つが国際振替価格に対して間接的な影響しか
与えないのに対して，より直接的な影響を及ぼすことから，国際振替価格の議
論の中心に据えられるべき問題であると考えられる。以下では，この二つの要
図1 国際振替価格を巡る環境
国際経営環境の変化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　租税および法制の環境
・取引のグローバリゼー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要因
　ションおよび拡大　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・政府の増収および予算1灘驚灘済＼国際租税／．鰯制の変遷
　に対する役割　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・移転価格実務の調査と　　　　　　　　　　　　　経営および　　および法制　　　　調査
　　　　　　　　　　　　経済問題　　　　　　　問題
　　　　　　　　　　　　　　　　企業内取引
　　　　　　　　　　　　　　　　　および
　　　　　　　　　　　　　　　　　振替価格　　　一　　　　　　　　　　　　経営　　　　　　コミユニ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ケーション
組織の変化　　　　　　　　管理および　　　および　　　　コミュニケーションおよ
・M＆A　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　びコンピュータ披術の進．腎讐讐弩ングお■組織問題計算問題＼㌔ミユニケ、シヨン技術
　よびリストラクチヤリ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の発展
　ングならびにその他の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・新しいコンピュータソフ
　組織的変化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト，ハードおよびコン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ピューテイングパラダイ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ムの変化
［出所：Tm＆R．Y．W．，〃椛％榊丁“肋蜆〃G肋血げ畑閉卿P肌｛閉亙R昭肋’伽，1997，p・3］
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素に関違のある振替財の原価計算について活動基準原価計算を導入することの
宥用性について検討を行うことにする。
2．国際振替価格の発展過程
　国際振替価格は，初期の多国籍企業においては租税の最小化を目的としてと
りあげられてきていたが，米国における移転価格税制の強化とともに，その目
的はほぼ終焉をとげたと考えられている。国際振替価格は，1973年頃までは，
各国における関税の最小化を志向して研究がなされていた。ところが，この後，
海外直接投資が急激に拡大し，多国籍企業の活動が活発になったことから，海
外子会社における業績評価のために国際振替価格が利用されるといった新たな
目的が設定されるようになってきた。しかし，単一的な財務指標での業績評価
が困難であることから，国際振替価格決定要因における業績評価もその重要性
を徐々に減少させていく。1980年代に入り，国際振替価格の目的は多様化され
ていき，Know1esとMathur［1985］は12の目的をあげているが，これは，大
別すれば，「制度上の制限回避，海外子会社の競争的優位性の確保，海外子会
社の統制」［清水，1997a，91頁］に分類されるものの，大勢としては拡散の一
途を辿っているu〕。そして，1990年代における各国の移転価格税制の完成とと
もに，国際振替価格は柔軟性を失っており，業績評価における国際振替価格の
役割は，管理会計の面からは一応終了したと考えることもできる｛2）。
　一方で，多国籍企業の活動の複雑性によって，従来設定の国際振替価格算定
方法ではその実体をとらえることが困難になってきたため，第二世代ともいう
べき算定方法が規定されてきている。これに対して，従来の原価計算が第二世
代の国際振替価格に対して適切であるとは言い難い。移転価格税制の強化に
よって一旦は失われた国際管理会計の含意が，異なる局面で必要となってきて
いる。とりわけ，多国籍企業間で売買される財の原価あるいは利益を正確に算
定していくためには，伝統的原価計算ではなく今日的な生産形態に適合する活
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動墓準原価計算を導入することが必要なのである。次節では，その前提となる
国際振替価格の計算方法について概説する。
第2節　OECDガイドラインにおける国際振替価格の計算方法
1．OECDガイドラインの変遷
　早くから多国籍企業における国際振替価格に関するガイドラインを設定して
きたのはOECDであった。OECDが丁他柳1〕γ｛6伽gα〃〃刎〃｛伽工㎞1肋脈
抑∫2∫と題したガイドラインを公表したのは1979年のことであって［OECD，
1979］，大規模多国籍企業が，グローバル経営の展開を広範にとりおこなって
いく際，各国別の税法の枠を取り払った形で国際振替価格を決定できるような
指針を設定することがその目的であった。アメリカ内国歳入省（IRS）がこの
分野で先行してきたとはいえ，OECDのガイドラインが各国の移転価格税制に
対して与えた影響はきわめて大きいといって良いであろう。OECDは，続いて
1984年にも同様のガイドラインを公表した［OECD，1984］。
　一方，IRSは，1989年2月を期隈として，移転価格税制に利益概念を導入す
るための手法を提示した88年白書についての意見を内外について求め，1992年
に内国歳入法（IRC）482条を大きく改正する案を提示した。ここでは，アーム
ス・レングス価格の認証基準として比較対照利益幅についての適用を求めた。
また，無形資産のアームス・レングス価格算定方法として，利益比準法の概念
も提示されている。このような92年規則案に基づき，米国財務省およびIRS
は，1993年に暫定規則を公表した。92年規則案に対しては，数多くの批判が寄
せられたとされ，93年暫定規則は92年規則案よりも緩和された形で制定されて
いる。とはいうものの，比較対照利益幅の概念を取り入れたアームス・レング
ス価格算定方法が独立企業閻価格幅として立法化されている。さらに，これと
同時に3つの規則案が公表され，その中の一つでは利益分割法についての提案
がなされたのである。このような流れを受けて，1994年には，最終規則が公布
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された。最終規則では，有形資産のアJムス・レングス価格の算定方法として
従来三法の他，利益比準法，利益分割法およびその他ρ方法が現定されている。
　木国の移転個僚税制の拡充に対して，OEρDは，常にリアクションをとり続
けてきた。まず，1992年には，．米国92年規則案にお竹る利益比準法の適用を疑
問視した報告書を公開した。また，93年には，米国93年暫定規貝聰に対する提言
が公表され，利益比準法の適用に慎重な姿勢を緯続してとるべきことを主張し
ている（3〕。
　さらに，OECDは，1995年に新たなガイドラインを設け，上記手法に加え取
引単位営業利益法（trans註cti㎝nqt　margin　mξthod）、を盛り込んだ。さらに，
1997年にはゲ原価貢献調整を加えたものとし，さらに内寄を篤くしつつある
一［OECD，1995．1997コo
2．伝統的三法による国際振替価格
。ここでは，国際振替価格の算定方法として，伝統的な三法を概観することに
する。
　（1）独立価格比準法
山独車価格比準法とは，、比較可能な環境における比較可能な非関連者との取引
に対して設定された財または用役に関する価格を関連者問の取引における価格
と比較してアームス・レングス価格の妥当性を決定する方法である」、．［OECD，
1997，par2．6］。親子会社間で取引する財および用役に関する価格は，親子会
社のいずれかが外部の第三者に対して売却あるいは購入する価」格と等しくなけ
ればならないとするのが，独立価格比準法の基本的な考え方である。ただし，
関連者闇での取引と第三者との取引との間の相違によって生ずる差異にっいて
の修正を行うことは認められている’［OECD，1997，par2．7］。＾
　独文価格比準法は，最も客観的なア∵ムスヘレングス価格であるが，完成晶
を親子会社間ρ他に、第三者に対・しても販売Lているようなケースで1なければ
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特定することができない。メーカーの海外販売子会社が存在している場合に，
メーカーが当該海外販売子会社以外の取引先に同一の製品を卸すケースはそう
多くはないはずである。このため，こういった比較可能な独立価格を見いだせ
ない場合には，以下の方法をとらざるを得ない。
　（2）再販売価格法
　再販売価格法は，まず，関違者から購入した財が第三者に再販売された価格
を計算することから始まる。再販売価格から再販売価格差益（resale　price
margin）と呼ばれる売上総利益を控除してアームス・レングス価格を決定する
［OECD，1997，par2．14］。再販売価格差益は，使用資産やリスクなどを掛酌
して達成される機能を参照しながら，通常含まれる販売費および一般管理費な
らびに適切な利益を確保するよう計算されている。この方法は，再販売者が再
販売する財について，物理的な加工などをしない場合に適用される方法である。
したがって，再販売者は原則として流通業などを営むことを仮定しており，中
間製品や部品を親会社から購入して，これを組み立てたり加工するようなケー
スについては原価加算法を適用することになる。
　（3）原価加算法
　原価加算法は，販売者が関連会社に販売した財および用役に関する原価を集
計し，これに適切なマークアップをすることでアームス・レングス価格を決定
しようとするものである［OECD，1997，par2．32］。ここで適切なマークアッ
ブとは，非関連者に対して財および用役が提供されるときに提示されるもので
あることを要求される。
3．その他の方法
　1995年報告書において提示された伝統的三法以外の方法は，取引利益法
（transactioml　profitmethods）と呼ばれている［0ECD，1997，par3．1］。この
方法は，利益そのものに焦点を当てたものであって，関連者間取引から生ずる
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利益と非関連者間取引から生ずる利益を比較することでアームス・レングス価
格というよりも課税所得そのものを推定しようとするものである。この規定は，
眠Cで認められた利益比準法に対して一定の制限の下でのみ実施を認めるた
めのものであって，具体的には利益分割法および取引営業利益法の二つをおい
ている。
　（1）利益分割法（Profit　split　method）
　利益分割法の手続きは，次のように実施される［OECD，1997，par3．5］
①関連会社の契約条件の下での取引から生ずる，関違者聞で分割されるべき利
　益の算定
②上記利益を，アームス・レングスな条件の下でなされる契約において予測さ
　れ，反映される利益の配分値を近似的に算定する経済的に合理的な基準で，
　関係会社問に利益分割
　ここで，重要な概念は，分割されるべき利益であって，95年報告書では，こ
れを取引から生ずる総利益あるいは残余利益であるとしている［OECD，1997，
par3．5］。残余利益とは，高い価値を宥し，時にはユニークでありさえする無
形資産から生ずる利益のように，関違者の特定のひとつに跡づけることができ
ない利益をいう。
　利益分割法によれば，関連者聞で配分される利益を直接に取り扱うことで，
伝統的三法と異なり，比較可能な第三者を見出すことが困難な場合でも適用す
ることができ，その問題点を克服できる一方で，配分計算については貢献度に
依存するものの，これを確証する外部データと関連者間取引との合理的な相関
を見出すことや，その信掻性についてはきわめて主観的にならざるを得ない
　［OECD，1997．par3．6－3．9］。
　12）取引営業利益法（Transacti㎝al　net　margin　method）
　取引営業利益法は，納税者が統制下の取引から得られる営業利益を検証しよ
うとするものである［OECD，1997，par3．26］。すなわち，当該納税者が，比
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較可能な非統制取引から獲得する営業利益を参考にして，統制下の取引から得
られる営業利益を確定するものである。取引営業利益法では，資産利益率およ
び売上高営業利益率といった各種の利益率を使用するため，独立価格比準法を
使用する場合よりも，個々の取引の相違点によって影響を受けることが少ない。
というのも，各社の機能の相違は，販売費および一般管理費に影響を与えるこ
とがあるからであって，売上高総利益が大きく異なる場合でも，営業利益では
ある範囲の水準におさまると考えられている［OECD，1997，par3．28］。とは
いえ，取引自体には関連しない要素によって大きく影響を受けることや，比較
可能葬関連取引情報の入手困難性など，その適用に数多くの問題が山積してい
ることも明らかである［OECD，1997，par3．29－3．32］。
4．国際振替価格算定における管理会計の貢献
　上記の手法そのものは，明らかに国際的税制のフレームワークの中で議論さ
れている。一方で，租税当局は，多国籍企業が遂行する機能や戦略について，
まったく否定するわけではないともされている［日経産業新聞，1997年1月9
日］。上述の手法では，原価あるいは利益をべ一スにした議論がなされている
が，その具体的な算定方法にまでは触れられていない。管理会計の世界では
1980年代半ばより様々な革新が生じてきたけれども，それは，実務と理論の乖
離による有用性の喪失｛4〕によるものであった。移転価格税制において，伝統的
三法から一歩進んで第二世代の算定方法が提案されるようになったのも，冒頭
に表したように，多国籍企業の活動が拡大し，ネットワーク経営が実現される
に従ってそれぞれが果たすべき役割および機能がきわめて複雑化してことに帰
因している。このため，多国籍企業の製晶および用役についての原価計算ある
いは利益計算が，伝統的な計算手法に依拠したままでよいのかといった疑問が
生じてくる。この点について，とりわけ多品種の製品を複数の国にまたがって，
部品生産・組立を行い，また，複数の国にまたがって販売するといった活動が
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遂行されていくにつれて，ますます原価計算方法の革新が求められていくはず
である。以下では，上記の点に鑑みて，国際振替価格算定における原価計算の
あり方について，Kaplanらの著述をもとに提言を行うものである。
第3節　国際振替価格における原価計算の意義
1．国際振替価格における原価情報の重要性
　第2節では，OECDが提言する移転価格税制における国際振替価格の算定方
法について列記してきた。ここで示された決定方法には，伝統的三法と第二世
代の方法に分類されることができる。伝統的三法においては，独立価格比準法
の適用が困難であることは先述したが，そうであるとすれば，再販売価格法あ
るいは原価加算法をとらなければならない。再販売価格法は再販売価格から適
正利益を控除した金額が，また，原価加算法は原価に適正利益を加算した金額
がアームス・レングス価格となる。再販売価格法において適正利益を確定する
ためには，当該製晶の売上高総利益率を使用する。再販売価格法では，それぞ
れの製品の販売経路によって販売費などが大きく異なるため，販売費に関する
原価計算を正確に行い，該当部分に対して調整を加えることが不可欠となる。
また，製晶原価についても，当該製品の生産形態によって負担すべき原価が大
きく異なる可能性があるため，製品群を一括して再販売価格から適正利益を控
除する計算方法には問題が残るといわざるを得ない。原価加算法に関しては，
より直接的に原価計算の影響が生ずる。原価に対して適正な売上総利益を加算
する場合，原価の大小如何によって国際振替価格の額が左右されるからであ糺
　さらに，第二世代の国際振替価格においても，利益に焦点を当てて国際振替
価格を決定しようとしているが，利益は収益から費用を控除して算定されるた
め，売上高が市場で決定されるとするならば費用の金額によるところが大きい。
今日の価格決定に際しては，原価に一定の利益を加算して売価を決定できる
ケースは数少なく，ほとんどは市場において決定されているから，製品に関す
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る製造あるいはマーケテイングの形態によって，製晶毎の収益性はきわめて大
きく異なることになる。
　以上のように，国際振替価格の決定方法については，適正利益といった概念
が多用されてはいるけれども，利益を決定する要因である収益が市場によって
確定される外部要因であるとするならば，企業が操作可能である原価に関する
正確な情報を得ることがきわめて重要になるのである。
2．ABCによる製品およびチャネル別原価計算
　伝統的原価計算が国際振替価格に対して有用な原価惰報を提供しているかど
うかという点については大きな疑問を感じざるを得ない。伝統的原価計算は，
今日の製造環境には妥当しないという批判が1980年代後半から相次いでいる。
たとえば，CooperとKaplan［1988］は，今日の製造環境で生産された製晶の
原価を，伝統的原価計算システムで計算すると，誤った製品原価を算定するこ
とになると指摘している。その理由についての所説を要約すると，①多品種少
量生産の推進による原価構造の変化，②操業度基準による原価計算の弊害，③
直接原価計算による短期的意思決定の欠点が考えられるが，いずれにしても，
生産形態が少晶種大量生産から多晶種少量生産へと移行するにつれて，伝統的
原価計算では正確な原価（ひいては正確な利益）を算定できないことが明らかに
なってきてい乱ここで，伝統的原価計算が喪失した有用性を回復するために
発案されたのが活動基準原価計算（activity－based　costi㎎：以下，ABCと略称）
であった。ABCにおいては，「製晶が活動を滴費し，活動が原価を引き起こ
す」［Cooper，1988，p．45］と考えられるように，生産に関連する活動を墓準と
して原価計算がなされることになる。ABCでは，2段階の計算が仮定されて
おり，まず，諸資源の消費が資源ドライバーによって活動（コスト・プール）に
割り当てられ，次いでこれを活動ドライバーによって各原価計算対象（製品な
ど）に割り当てることになる‘5〕。
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　ABCを使用することによって，様々な利点が獲得されるが，会計フロン
ティア研究会は，ABCの戦略的意味として①価値付加的活動の認識と分析，
②活動の原価態様がそれに関連する他の活動との連結・相互関係によって影響
を受けることを認識させ，③長期的な管理視点を管理者に付与，④クロス・
ファンクショナルな活動の実施に適合した載略的な組織の形成の要求を掲げて
いる〔会計フロンティア研究会，1994，32－33頁］。国際振替価格を使用する
多国籍企業においては，とくに②および④に関係があり，広域的にネットワー
クを構築しながら経営活動を遂行している場含には，子会社活動の相互関係を
明らかにしながら原価計算を行っていくことが不可欠なのである。そういった
意味では，正確な原価を知るという基本的な意義に加えて，あるべき姿への情
報を提供するという意味で，ABCの活用が強く要求されていくのである。
　さらに，ABCの適用領域は製造原価にとどまることなく，マーケティン
グ・コストの計算にも使用されなければならない。多国籍企業の活動は部品お
よび中問製晶のやりとりとこれらを使用した最終製品の組立といったフェーズ
の他にも，生産された製晶を他国の関連販売会社に輸出して販売するといった
点にも及ぶのであるから，製造原価のみならず，マーケティングに関するコス
トについても，今日的な経営形態に適合した情報を産出することが求められる
はずである。とくに，顧客毎のコストおよび販売チャネル毎のコストを算定す
ることが，顧客別収益性および販売チャネル別収益性の確認のためには必要で
あって，新たな分析の枠組みを確定しなければならない。こういった惰報は，
アームス・レングス価格決定のための個別調整事項にかかる惰報となるが，こ
れは，租税当局に対して企業側が準備しなければならない惰報である。自らの
原価構造および禾聰益構造を正しく知ることが，戦略的な価格設定にも必要とな
る。
　ところで，顧客別収益性および販売チャネル別収益性に関する研究は，Fos－
ter［1994］あるいは清水［1996］などによって発表されており，そこではい
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ずれも従来の営業費分析から一歩進んで，ABCを利用したフレームワークを
構築している。製品原価は，顧客およびチャネル毎に相違することはないが，
マーケティング・コストは顧客別あるいはチャネル別によって大きく異なる場
合があるから，これを明確に計算するためにABCが利用されるのである。
　ここまでの議論は，もっぱら，国際振替価格を設定する際に，経営の実態に
即した原価あるいは利益の計算をするという側面に焦点を当てていた。ところ
で，ABCを使用することによって，活動そのものあるいは活動の因果遵鎖分
析を行うことが可能になる。このことは，単に原価計算を行わせるABCから，
国際的な活動における価値連鎮の最適化のためのABMへと発展させる契機に
もなりうるであろう。国際振替価格におけるABC適用は，むしろこの点に大
きな管理会計的な意義を持つことになる。事業部間などで使用する振替価格と
異なり，国際振替価格には移転価格税制という規制が置かれているため，どう
しても適法となるような国際振替価格の決定という方向での議論がなされがち
であるが，かねてより筆者が指摘しているように［清水，1994］国際振替価格
が，多国籍企業における全社的な利益の最大化という大きな目的のために設定
されるべきであること，あるいは，国際振替価格の管理を通じて，多国籍企業
の価値連鎖が最適に設定され，さらに，各価値違鎖内の活動が効率化されてい
くために有用であることに鑑みれば，移転価格税制に対する十分な説明資料を
提供するとともに，企業集団における管理情報をも提供できるような原価計算
および原価管理システムを構築すべきであると考えるのである。
　国際振替価格における管理会計側面の研究は数多くはないのであるが，Ka－
plmらはABCを使用した国際振替価格のシステムを構築した［Kaplan，
WeissandDesheh，ユ997］。彼らの論文は，移転価格税制を念頭に置かない純
然たる管理目的のシステムにっいて議論したものである。特に，戦略的な意思
決定に対する長期的な概念の導入が不可欠であることに鑑みれば［Kanlan　and
Cooper，1997，p，316］，ABCは最適なツールであろうし，ここまでに述べて
　102
　　　　　　　　　　活動墓準原価計算による国際振替価格の決定　　　　　　　　　103
きたよう一な移転価格税制における原価あるいは利益計算に対Lて有用な情報を
提供しう1ると考えられる。そこで，当該システムについて紹介するとともに，
移転価格税制への有用性についても検討を行うことにする。
第4節　国際振替価格決定におけるABCの適用
1．ケース企業の概要と求められたシステム
　Kap1anらがとりあげたケースは，製薬会杜であるTeva　Pharmaceutical　In－
dustries　Ltd．（以下では丁社と略称する）である。その事業形態は特許薬品およ
び一般薬晶の生産および販売であり，新たな戦略のひとつとして，製薬事業を
表1のように分割した。
　丁社は，このような生産部門およびマーケティング部門聞における国際振替
価格について，いったんは主として材料費からなる変動費で決定しようとした。
しかし，これは，第一にマーケティング部門が法外な利益を計算すること，第
表1　丁社の事業部門
部門 生産部門 マーケテイング部門I マーケティング部門n マーケテイング部門皿
（コスト・ （プロフイツト・ （プロフイツト・ （プロフイット・
センター） センター） センター） センター）
立地 イスラエル イスラエル アメリカ イスフエル・アメリカ以
特性 4工場1，200種の製晶L 30種の製晶一 特注晶主体少量販売 大量販売 きわめて少量
責任 生産効率 販売，セールス・ミックス，
品　　質 価格設定，顧客関係の意思決定
原価低減
キャパシテイ
業績 費用予算 売　　　　上
評価 その他
咄所：K邊plan，We1sHndDesh巴h，＾Tr邊nsferPrici㎎wlth　ABC＾，脇畑解榊泌ん舳棚加風M町，ユ997，
　　pp七20由21より作成］
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二に固定費および業務の効率性の改善に関するコントロールやモチベーション
が働かない，第三に製品原価が他社よりも高い場合に，マーケテイング部門が
他社から購入しようとする決定を導かないといった理由によって却下された
［Kap1an，Weiss　and　Desheh，1997，p．21］。丁社は，管理者の各階層から国際
振替価格のシステムに求めるものを集めた結果，上級管理者，各部門マネ
ジャーおよび財務スタッフより以下に掲げられた点が指摘された［Kaplan，
Weiss　and　Desheh，1997，pp．2ユー22］。
　　上級管理者
　　・長期の利益最大化を促すようにマーケティング部門が意思決定を行うよ
　　　うにする
　　・短期的意思決定に関する原価と長期的意思決定に関する原価の区別がで
　　　きる
　　・マーケテイング部門においては製品ミックス，新製晶の導入，製品の削
　　　除，価格設定に，生産部門においては在庫レベル，バッチサイズ，工程
　　　の改善，キャパシティの管理，アウトソーシングの決定に関する意思決
　　　定を援助できるようにする
　　部門マネジャー
　　・各部門の財務業績を公平に報告する
　　・権限の範囲内で意思決定を行うことによって部門利益に影響を及ぼすこ
　　　とができる
　　・マーケティング部門マネジャーの意思決定は売上および製造部門におけ
　　　る関連費用の両方に影響を与えることができる
　　・システムにより部門マネジャーは振替価格計算の方法を認知し，業績の
　　　最大化をはかるようにできる
　　財務スタッフ
　　・振替価格および財務報告が信頼できるものであり，意思決定に有用であ
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　　　る
　　・明確で，説明や利用が容易である
　　・生産部門からマーケティング部門への原価の内部移転に使用される
議論の結果，伝統的振替価格の決定方法はいずれも却下された。丁社の生産
する製品については，比較可能な市場価格を見出すことが困難であったし，伝
統的な原価計算による全都原価は，表ユにあるような大量生産晶から少量生産
品までの製品のラインナッブに対応した正確な原価を計算することができない。
さらに，限界費用などでの計算は，先に示したとおり，正しい意思決定を導か
ない。Kaplanらは，これに対する方策としてABCを使用することを提案し
たのである。
2．ABC振替価格モデル
　ABC振替価格モデルでは，ABCにおいて認識されている製品単位レベルの
原価，バッチレベルの原価，製晶支援の原価，工場支援の原価を区分してお
り㈹，具体的には以下の内容を含んでいる［Kaplan，Weiss　and　Desheh，1997，
P．24］。
　製品単位レベル：錠剤，カプセルおよびアンプルといった個々の製晶単位を
　　　　　　　　　製造することに関連する直接的なすべての支出
　バッチレベル　：生産バッチあるいはパッケージのバッチに使用される資源
　　　　　　　　　の費用
　製晶支援　　　：製品登録，生産工程の変更，バッケージデザイン費、
　工場支援　　　：滅価償却費，安全検査費，保険料など
　国際振替価格は，次の2段階によって計算された［Kap1an，Weiss　and　De・
sheh，1997，pp．24－25］。第！段階は，製晶単位レベルおよびバッチレベルの
コストの各製晶に対する割当である。いずれも，マーケテイング部門に振り替
えられる製品について，製品単位レベルのコストについては，製晶について直
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接割当を行うことは明らかであり，また，バッチレベルのコストについては，
製品のバッチ数に基づいて配賦されることになる。これによって，標準的製品
1単位（たとえば鎮痛薬20錠入り）以外の小ロット製品（4錠入り）のコスト
は，バッチレベルのコストについてきわめて多額が配賦されることが分かり，
マーケテイング部門が標準晶を販売しようとしたり特注品を減らそうとするイ
ンセンテイブを与えるようになる。
　第2段階は，製品支援および工場支援コストの配賦である。これに関しては，
予算情報を基準として，年問べ一スで配賦されることになった。丁社において
は，製晶支援コストについての問題はなかった。というのも，複数のマーケ
ティング部門で販売されている製晶がなかったため，ほとんど直課の形になっ
たからである。一方，工場支援コストは，4工場の予定キャバシティを使用し
てマーケテイング部門に課される振替価格に加算されている。現存のラインに
おいて生産されている製品の需要が減少したり新ラインの立ち上げ時に生ずる
ラインの未使用によって未使用のキャパシティが生ずる。これについては，い
ずれも製造部門ではなくマーケティング部門に責任を持たすために，未使用の
製造キャパシティを維持する費用について，当該製品に関するマーケティング
部門に一括して配賦をしている。
3．ABC振替価格の利点
　以上のように，丁社ではマーケティング部門が，生産部門に製品の生産を依
頼する場合，それが，4つのレベルでいかなるコストを生み，そして，いかな
る振替価格に反映されてくるかといった情報を得ることができるようになった。
また，未使用のキャパシティに関わるコストも一括して配賦されるため，ここ
からも，様々な意思決定をすることが可能になった。すなわち，マーケテイン
グ部門のマネジャーは，製品支援コストや工場支援コストを区別して理解し，
これに関する情報を得ることによって，製品の種類や複雑性を増加させるよう
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な意思決定を生産部門に依頼する場合には，これによって生ずる追加的な費用
を認識できるようになり，また，設備に関する未使用のキャパシティの費用は
責任マーケティング部門に割り当てられるために，価格設定，製品ミックスお
よび製品導入について意思決定を行う際，キャパシティの有効利用をも考慮す
ることになった［Kaplan，Weiss　an昼Desheh，1997，p．25ユ。
　この未使用のキャパシティに関連した情報は，新しいキャパシティヘの投資
を行う際にも宥効に使用されうる正Kapla皿，Weiss　and　Desheh，1997，p．26］。
たとえば，新しいラインを増設するとき，当該新ラインが複数の製品を生産す
る場合，段取りについての手閻を減少させられるならばバッチ・レベルのコス
トを減少させることが可能になる。さらに，より大きな効果は，生産部門だけ
ではなく，マーケティング部門のマネジャーを巻き込んだ原価管理活動を行わ
せることにあった。それは，原料費をより安価に提供するサプライヤーを探し
たり，あるいは，外部のサプライヤーとコストを比較することでアウトソーシ
ングの可能性をも探ることになる。
　K日p1anらの議論は，主に内部管理のための意思決定に使用されることを目
的として展開されてきている。しかし，移転価格税制については，事前承認制
度（APA）の適用を受けるにせよ，これを避けるにせよ（7），いずれにしても租
税当局にその原価構造および利益の範囲を提示しなければならない。この場合，
利益を適正な範囲に収めなければならないという点については如何ともし難い
が，少なくとも，次の2点でABCによる原価情報は国際振替価格に対して有
用となるはずである。
①アームス・レングス価格を決定する際，戦略的製晶に関する正しい原価情報
を提供することによσて，租税当局に企業が獲得しうる正しい利益の提示をす
ることが可能になる。
②製品の製造および販売に関する適正な原価を計算するとともに，そのドライ
バーが明示されるため，原価管理の新たな可能性を発見するとともに，価値連
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鎖を明らかにすることで製造あるいは販充といった機能を超えた原価管理が可
能になる。
　①は移転価格税制に対する役立ちである。第2節では各種の国際振替価格の
設定方法を列挙したが，そこでは具体的な原価計算の方法にまでは立ち入って
いない。租税当局の関心は，適正な利益にあるが，しかし，利益はすでに指摘
したように収益と費用の差額であり，収益たる充上は市場で決定される独立変
数であるから，費用について焦点が当てられるべきである。ところが，企業の
生産する製品についての利益率は（換言すれば原価率は）同一ではない。グロー
バル標準品と地域限定品あるいは丁社の例にあったような数量によるパッケー
ジの相違などによって，とりわけバッチ・レベルコストや製品支援コストにつ
いての負担は大きく異なる。このような状況を明確に原価惰報に表すことの可
能なABCによって，戦略的な意味を当局に理解させることが可能になる。
　②は経営管理に対する役立ちである。その内容は既述のとおりであるが，あ
る意味では多国籍企業の中における価値連鎖の再構築を可能にさせる情報が
ABCによって獲得できるといってもよい。製造と販売・マーケティング，あ
るいは企画・開発などが地理的に離れた場所で行われていても，これらを最適
に結びつけるように活動の違鎖を組むことが求められる。この場合，最適性を
求める基準にはスピード，品質および原価等が考えられるが，ABCはマーケ
ティング部門によって得られた注文晶を生産することが，どれだけの原価を生
むのか，その緒果，収益性はどのように変化するのかという情報を作成するこ
とが可能になり，これが製品ミックス決定等のためにきわめて重要な情報とな
りう私さらに，このような情報は，未使用のキャパシティ情報も含めて外部
のソースと比較されることにより生産部門にもコストを削滅させようとするイ
ンセンティブを生む。さらに，本稿では詳述しなかったが，マーケティング部
門におけるマーケテイング・コストに対してもABCを適用することによって，
原価管理を行う契機となる。しかし，より重要なのはやはり生産部門とマーケ
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ティング部門が組織の壁をこえた相互作用を行うことによって原価管理あるい
は収益性の向上と考える機会を提供するという点にあろう。
　このようなシステムを構築するためには，ABCのためのデータベースを共
有するのみならず，ABCシステムと移転価格算定のためのシステムあるいは
戦略的な国際事業における意思決定の3つが有機的に結合されていなければな
らない。すなわち，図1の全ての環境要因を内包したシステムの構築が求めら
れる。その意味では，Kap1anとCooperのいう全ての会計情報をひとつの
データベースから獲得できる第4段階のシステム［Kaplan　and　Cooper，1997］
を保有することが求められるようになるのであろう。
注川Ta㎎［1979．1992］は，国際振替価格の目的に関する異時点での調査を行っており，その結
　　果から，業績評価目的の重要僅低下が読みとれる。
　（2〕国際振替価格研究の変遷は，清永［！997a］に詳しい。また，岩淵［1995，p．36］は，国際振
　　替価格は「国際経営法務の問題であって，今日ではこの問題のみで国際化企業のマネジメントコ
　　ントロールが議論できるわけではない」と述べている。
　13〕米国および0ECDの移転価格税制に関する経緯については，［小畠・清水，1996］に詳細が記
　　されている。
　14〕JohnsonとKaplanの記述による口ohnson　and　Kap1加．1988］。
　15）ABCの具体的な計算例は清氷工1997b］を参照されたい。
　（6〕製品単位レベルの原価は，製品あるいはサービスに関する個々の1単位を生産するために必要
　　な活動によって消費される資源のコストをいい。バッチレベルの原価は、製晶幸るいはサーピス
　　の一群に関遵のある活動によって潴費される資源のコスト，製品支援コストは，特定の製品ある
　　いはサーピスの支援を引き受ける活動によって消費される資源のコスト，および工場支援コスト
　　は，特定の製品あるいはサーピスに跡づけることはできない択組織全体の支援を行うための活
　　動によって消費される資源のコストであると定義づけられている［Homgren．Foster　and　Datar，
　　1997－pP．15ト152〕。
　17〕新聞報道によればキャノンはAPAによるマーケテイング戦略におみる足かせをきらって自
　　社ルールを作成し，当局に理解を求めているとしており，この点については，1991年にAPAの
　　串請・承認を受けた松下や96年に申請・承認を得たコマツとは異なる［日経産業新聞，ユ997隼，
　　1月7日・8日・9日コ鉋
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